
はしがき

安全保障は、国際関係のなかで最も重要な概念の一つ
である。他方で、安全保障には、誰にでも受け入れられ
ている、統一された概念が存在しない。それゆえに、安
全保障はさまざまな分野に適応されてきた一方で、それ
が一体何を指すのか、あるいはその真意が必ずしも明確
化されず、ともすれば言葉が独り歩きする傾向すら危ぶ
まれる場合もある。

これに加えて顕著なのが、昨今では伝統的な安全保障
の考えのみでは、もはや国を守ることが困難である点で
ある。換言するならば、安全保障の捉え方が多様化し、
そして揺らぎ始めているのである。本論文では、この点
を経済安全保障に照らし合わせて検討してみたい。

日本国内で経済安全保障という概念が聞かれるように
なったのは、決して新しい現象ではない。1973 年の第
四次中東戦争を契機として発生した石油危機を経験した
ことで、日本では国際分業主義の再検討が促され、対外
依存度の軽減と堅実かつ確実な自給自足体制の構築の必
要性に駆られた1。これらは、当時頻繁に目にした経済的
安全保障の考えであり、現在使用されている経済安全保
障と類似する概念である。

他方で、現在使用されている経済安全保障の概念は、
必ずしも 1970 年代に台頭したものと同じではない点に
留意する必要がある。時代の流れや国際社会の在り方の
変容と相まって、経済と安全保障の結びつき方もまた変
わってきているからだ。では、なぜ昨今、経済安全保障
がこれほどまでに大きく取り上げられるようになったの
だろうか。そもそも経済安全保障とは、伝統的な安全保
障の考えの沿線上にあるものなのか、あるいは、新たな
概念として捉えていく必要があるものなのだろうか。本

1	 深海（1978）24-25 ページ

論文では、このような問題意識を念頭に、日本が経済安
全保障に係る政策を積極的に推進することによって生じ
うる課題についても考えていく。

第 1 節　安全保障の必要性と捉え方の変遷

1．伝統的な安全保障の捉え方

安全保障が何かという問いに対する答えは、かつては
自明であった。安全保障とは、国家の物理的な生存と利
益を防衛することと同義だったからである。国家の生存
は、国家が平和や利益を追求するという目標を達成する
ためには、必要不可欠な条件でもある。国家を越える権
力も権威も存在しないアナーキー（無政府）の状態にあ
る国際社会では、自国の安全は自国の軍事力によって担
保されなければならないとの考えは、トマス・ホッブス

（Thomas Hobbes）のいうところの「万人の万人による
闘争」にも通ずるものである。

換言するならば、国家は他国による軍事的な脅威から
国家および国民を守らなければならず、それは一義的に
は他国との戦争から生き残ることを意味した。ただし、
国家は戦争に勝って初めて利益を守ることができる一方
で、たとえ勝者であってもその犠牲の大きさは決して小
さなものではない。ウォルター・リップマン（Walter 
Lippmann）は国家の安全が保障されるのは、「戦争を
回避して、その正統な利益を犠牲にしなくて済むとき」
あるいは「万が一にも挑戦を受けたとしても、戦争に
勝って利益を守ることができるとき」であると述べた2。
それゆえに、第一次世界大戦後のヨーロッパでは、ア
ナーキーの世界における最大の課題として、このような
大戦の再来をいかに防ぐことができるのかというもので

2	 Lippmann（1943）p.51
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あり、その考えのもとで国際社会は、自由貿易と民主主
義の拡大、また国際組織を通じた国際協調によるアナー
キーの克服という構想の実現を目指した。しかしなが
ら、この試みは第二次世界大戦の勃発によって一旦挫折
した。

第二次世界大戦後の安全保障問題も、伝統的な安全保
障の概念が色濃く残るものであった。特に、国際社会が
米ソの二極による対立構造を中心とする冷戦期に突入し
たことと、核兵器が国際政治上に登場したことで、各国
が対峙する潜在的な脅威に対抗するための軍事力をいか
に確保するのかという問題意識、すなわち国家安全保障
の担保に直結するという考えが主流となった。米ソ間の
力の均衡と抑止を中心とした安全保障論は、こうした背
景の下に発展することとなる。

国家安全保障を対象とする伝統的な安全保障論は、誰
にとっても明白な眼前の脅威に注目する。冷戦期におい
ては、ソ連の核兵器を含む軍事力がアメリカの国家安全
保障にとって脅威であることは明らかなことであり、あ
らゆる安全保障政策を考慮する際の前提となった。まさ
にアーノルド・ウォルファーズ（Arnold Wolfers）が指
摘するように、安全保障とは「客観的には獲得した価値
に対する脅威がないこと」であり、「主観的には、獲得
した価値への脅威があるとの恐れが存在しないこと」で
ある3。冷戦期の米ソの文脈で考えるならば、当時アメリ
カにとってのソ連の脅威とは、アメリカに損害をもたら
す意図がソ連に存在するか否か、またそのために必要な
軍事的能力をどの程度有しているか、という問題に集中
していた。対象となる課題は、潜在的脅威となる国家の
意図と能力であり、ある国家の安全保障が別の国家の脅
威となるということが議論の出発点だった。

このように、潜在的な脅威に対抗することこそが伝統
的安全保障の課題であり、したがって「敵」と「味方」
の利益は常に相反するものであると考えられた。アメリ
カの軍事力が拡大すればソ連の安全は損なわれ、ソ連の
軍事力が増大すればアメリカの安全が失われる。すなわ
ち、他者との対抗関係を想定する議論は、ゼロサム的な
状況を常に意識したものであった。

他方で、自国の決定は常に他国の決定に影響し、また
他国の決定は自国の決定に影響すると考えられた。それ
ゆえに、このような脅威の対象と自国との間には相互作
用が存在することも想定され、いかに自国の行動によっ
て他国の行動が左右されるのかという命題についての検
討が進められてきた。つまり、伝統的な安全保障とは国
家間の対立関係を対象とし、他国との力関係を操作する
ことでこれを管理し、自国の安全を担保するものであっ
た。そして国家は「生き残りの保障」が達成されること

3	 Wolfers（1962）p.150

で、初めて平和、利益、そしてパワーなどの他の目標を
安全に追及」することができると考えられた4。

2．新たな安全保障の捉え方への着目

これに対して、新しい安全保障という概念がどの時点
で現れたのか、その起源は必ずしも明らかではない。他
方で、冷戦終結前後から新たな安全保障の捉え方の必要
性が論じられてきたことは、国際社会がグローバル化す
るのと同時に、冷戦期の二極体制が崩壊したことによる
脅威認識の変化と連動したものである点は、疑いようが
ない。この新しい安全保障という概念には、伝統的な安
全保障の概念以上に、明確な定義が存在しない。した
がって、これにあえて挑戦して概念の定義づけを試みる
ならば、上記の伝統的な安全保障の特徴と対極の性格を
持つ新たな現象の集積という、きわめて包括的かつ曖昧
なものに留まるのが実情だろう。

まず、初期に注目されたのが、非伝統的安全保障と呼
ばれる問題群である。冷戦期の安全保障問題は米ソ核抑
止であったが、ユーゴ内戦やコンゴ紛争等を経て、冷戦
終結後は、内戦とそれに対する国際社会の取組、とりわ
け国際的な介入の問題が最大の課題となった。これに伴
い、人間の安全保障とよばれる概念も注目を集めるよう
になり、安全保障の対象は、国家から非国家主体へ、そ
して、個人へと拡大していった。そしてとりわけ 2001
年のアメリカ同時多発テロ以降、国際規模のテロが頻発
するとともに、テロ組織による脅威が増したことで、非
国家主体を念頭においた安全保障概念の形成が必要と
なっていった。

非伝統的安全保障では、非国家主体という他者の認識
を操作することが課題となっており、この点では伝統的
な安全保障と同様である。しかしながら、非伝統的安全
保障では、国家間の対立ではなく、国家間の協力が前提
とされているという点で、伝統的な安全保障と考え方が
大きく異なる。すなわち、虐殺や人権侵害を繰り返す内
戦下の武力集団やテロ組織に対抗するのは、国家ではな
く国際社会だとされたのである。一国の安全保障への脅
威を排除するための他国との対抗関係ではなく、グロー
バルな脅威を管理するための国家間の協力が課題あるい
は議論の前提となっていた点に、非伝統的安全保障の特
徴を見出すことができるだろう。つまり、国家安全保障
と国際安全保障の連動が、伝統的な安全保障以上に強く
意識されるのである。

この点は、守るべき価値が多様化したことと深く結び
つく。それまでは国家安全保障という考えが主流であっ
たものの、国土や国民、あるいは国益や政治体制などだ

4	 河野，真渕（2010）167 ページ
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けではなく、経済、文化、アイデンティティ、環境、生
態、保健衛生、テロ、海賊など、相互依存が深まる国際
社会におけるボーダレス化した問題群への対応が求めら
れるようになったからである。したがって、安全保障の
手段も、軍事力に象徴されるハードパワーのみならず、
規範や制度といったソフトパワーの積極的な活用、そし
て情報通信分野等における新たな技術の共有と運用など
も、その対応として求められるようになった。つまり、
現代の安全保障を考える際は、国家の安全保障というミ
クロの視点のみならず、国際安全保障というマクロの視
点から物事を捉えて、政策をより多元的かつ多義的に検
討して展開する必要性に駆られているのである。

このように、新たな安全保障の課題は、いずれもが国
際社会のグローバル化に伴う安全保障領域の拡大にとも
なって出てきたと考えられる。したがって、国際協調や
国際体制を軸にした取り組みの重要性が、特に冷戦後に
は主張された一方で、こういった新たな安全保障の課題
に対応する方法として、国家の役割の重要性もまた再評
価されてきた。国家安全保障と国際安全保障のバランス
をいかに取っていくかが、今後も大きな課題になるとい
えるだろう。

第 2 節　経済安全保障への着目と必要性

1．経済安全保障の台頭

2021 年 10 月に第二次岸田文雄政権で新設された経済
安全保障担当大臣に就任した小林鷹之は、「安全保障は
安全保障、経済は経済と割り切れる時代は終わりつつあ
る」と記者会見で述べ、「重要技術の特定と保存・育成、
基幹的インフラ産業の安全性の確保、サプライチェーン
や技術基盤の強靭化に早急に取り組む必要がある」と指
摘した5。第 250 回国会における岸田首相による所信表明
演説のなかでも、経済安全保障は「新しい時代の課題」
と位置づけられ、これに対する取組を重視する姿勢が示
された6。直前に行われた衆議院選挙の際の自民党政権公
約のなかでも、公約 8 つの柱の一つに経済安全保障が据
えられており、この問題が外交・安全保障とは異なるカ
テゴリーとして認識され、その対応が必要であると認識
されていることが理解できる7。では、このような考えは
いつ頃から政府のなかで重視されはじめたのだろうか。

5	 産経新聞（2021）
6	 首相官邸（2021）
7	 �なお、公約の 8 つの柱とは、①感染症対策、②「新し

い資本主義」、③地方活性化、④農林水産業、⑤経済
安全保障、⑥外交・安全保障、⑦教育、⑧憲法改正、
である。

2013 年に安倍晋三政権下で策定された日本初の国家
安全保障戦略は、国家安全保障に関する外交政策および
防衛政策に関する基本方針を定めた文書である8。日本の
国益とは、主権と独立の維持、領域の保全、国民の生
命・身体・財産の安全の確保が一義的な課題であり、こ
のために自由と民主主義を基調と平和と安全を維持し、
その存在を全うすることが求められる。そして、それら
を確実に保障していくためには、普遍的価値やルールに
基づく国際秩序の維持および擁護が必要との認識が明記
された。

2013 年の時点では、国家安全保障戦略の柱として、
経済安全保障が取り上げられることはなかった一方で、
経済安全保障の概念に通ずるような懸念や課題について
は、複数散見された。たとえば、グローバルな安全保障
環境に係る課題として新興国の台頭による国家間のパ
ワーバランスが変化することが顕著である点や、そして
そのなかでもとりわけ中国の台頭が今後の国際社会の在
り方に影響を及ぼす点などは、すでに指摘されていた。
また、グローバル化や技術革新が進展することによっ
て、それが非国家主体の存在感を増す作用となり、テロ
や犯罪の脅威の拡大へとつながりうる点も、すでに指摘
がなされていた。これに加えて、アジア太平洋地域にお
ける安全保障の課題としても、中国の急速な台頭と、そ
の中国によるさまざまな領域への積極的な進出への一定
の懸念が示され、国際的な規範の共有や遵守とともに、
地域的やグローバルな課題への積極的かつ協調的な役割
を中国に期待することが示された。そのうえで、日本が
取るべき国家安全保障上の戦略的アプローチの一つとし
て、自国の技術力の強化が挙げられた。

その後、日本国内で本格的に経済安全保障の概念が具
現化しはじめたのは、2019 年に入ってからであった。
2019 年に自民党の衆参国会議員によって構成される
ルール形成戦略議員連盟が、国家経済会議の創設を提言
した。その背景には、中国への警戒心が強くにじみ出て
いた。中国は華為技術を活用した人工知能監視システム
の国際的な普及や、2017 年の国家情報法の制定を通し
た諜報活動の活性化を進めることで、経済活動を安全保
障と結びつけ、一帯一路経済圏構想の拡大と連動させな
がら、その存在感の強化に努めてきた。ルール形成戦略議
員連盟は、経済外交策（エコノミック・ステイトクラフ
ト）9 が激化するこのような状況を生き抜くためには、日
本自身もより堅実かつ積極的な戦略的外交と経済政策

8	 内閣官房（2013）
9	 �なお、ここでは経済外交政策とエコノミック・ステイ

トクラフトが同意語として記述されているが、経済外
交とエコノミック・ステイトクラフトは異なる政策で
あると想定する研究は少なくない。
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を練る必要があるとの結論に至っている。
この点は、外交の世界でも認識されはじめていた。

2019 年の国際情勢と日本外交の展開をまとめた『外交
青書 2020』では、経済安全保障という直接的な文言は
出てこない。他方で、「安全保障の裾野が経済・技術分
野にも一層拡大している」点からこれらの分野における

「安全保障政策に係る取組の強化」の必要性が指摘され
るなど、随所にその概念への示唆が見られた10。これに
対して、翌年『外交青書 2021』では、経済安全保障と
いう文言が明記され、それを国際社会が直面する大きな
変化の一つとして認識する旨が取り上げられた。このあ
たりからも、経済安全保障という概念への注目が広く政
策決定レベルにまで浸透し、それに基づいたさまざまな
取り組みが進められることが予見できた変化であった。

続いて、自民党政策調査会・新国際秩序創造戦略本部
は 2020 年 12 月に「提言『経済安全保障』戦略の策定に
向けて」を発表し、経済安全保障に係る具体的な戦略へ
の足がかりとした。それは、米中対立が深まるなかで、
国際経済もそれに伴って分断される可能性が高まってお
り、そのため日本の生存の基盤（すなわち国家安全保障
や国益そのもの）が他国の動向に大きく依存することへ
の懸念が一層高まってきたことへの憂慮を示すものでも
あった。そのため、日本は国家としての戦略的自律性と
戦略的不可欠性を確立し、国益を経済面から確実に確保
することが急務であると考えられ、価値観を共有する同
盟国や有志国との連携を強化して、秩序の形成と維持に
努めることも重要であるとされた。戦略不可欠性とは、
日本にしか果たせない強みを活かすことを指し、戦略的
自律性とは、政策決定の際に他国から過度に干渉され
ず、また聞きにおいても国民の生活を守ることができる
状態を指す。

2021 年に入ると、立て続けに経済安全保障に関する
示唆が、政府関連文書のなかで明示された。5 月に発表
された「中間とりまとめ〜『経済財政運営と改革の基本
方針 2021』に向けた提言〜」では先の提言と同様に、
戦略的自律性の確保と戦略的不可欠性の把握の必要性が
強調された。経済を安全保障と一体のものとして捉え、
なかでもとりわけ、機微技術の流出の防止、技術を保有
する主体や情報の適切な把握、そして技術的優位性を伸
ばすとともに脆弱性の解消を目指すというものである。

6 月に閣議決定された、いわゆる「骨太方針 2021」と
呼ばれる「経済財政運営と改革の基本方針 2021」でも
同様に、安全保障の裾野の経済や技術分野への拡大と
コロナ禍の影響によって、サプライチェーン上の脆弱
性というリスクの高まりが国民の生命や生活を脅かすリ
スクを増大させるとの指摘がなされた。それゆえに、戦

10	外務省（2020）

略的な方向性の模索が必要であり、基本的価値やルール
に基づく国際秩序、同志国との協力の拡大や深化の
拡充、そして日本自身の自律性の確保と優位性の獲得
の実現への取組の必要性が指摘された。この点は、同じ
く閣議決定された「統合イノベーション戦略 2021」で
も、国内外における情勢変化に対する対応の必要性の観
点から触れられた。

2022 年 1 月の第 208 回国会における岸田文雄首相に
よる施政方針演説では、経済安全保障は「待ったなしの
課題」であると指摘がなされ、今後新たな法整備を推進
することにより「サプライチェーン強靱化への支援、電
力、通信、金融などの基幹インフラにおける重要機器・
システムの事前安全性審査制度、安全保障上機微な発明
の特許非公開制度」などを整え、「半導体製造工場の設
備投資や、人工知能、量子、バイオ、ライフサイエン
ス、光通信、宇宙、海洋といった分野」の研究開発の強
化を資金面でも後押しすることが述べられた11。また、
林芳正外相も外交演説の冒頭で、「革新的技術の出現な
どにより、安全保障と経済を横断する領域で様々な課題
が顕在化するなど、安全保障の裾野が急速に拡大してい
ます」と述べ、経済安全保障の観点からの政策の重要性
への警鐘を鳴らした12。換言すると、経済安全保障政策
が「国民の命と暮らしを守る取組」であると、政府が強
く認識していることが理解できる。

2．�日本国内における経済安全保障の 
捉えられ方の変遷

現時点で政府がとる経済安全保障への取組の原点に
は、経済活動と安全保障を一体に捉え、日本の生存基
盤、独立、そして繁栄を経済面から確保するという考え
がある。このなかには、半導体を含む重要戦略物質の安
定的な確保、国際ルール形成の主導的地位の確保、国益
を害する可能性がある海外からの投資の規制、サイバー
セキュリティの強化など、多岐にわたる領域が含まれ
る。多くの研究者が認めるように、経済安全保障の明確
な意味やイメージに統一されたものは現時点では存在し
ない。他方、政府のなかでの共通認識として、経済安全
保障とは経済的な手段を通して国民の生命と財産の安
全、そして国家としての価値の保全を保障する点があ
り、それらはとりわけ、サプライチェーン、技術の不拡
散、そして他国からの規制への政策を講じることで達成
されると捉えられている13。

ただし、このように、経済的な側面が国家安全保障に

11	首相官邸（2022）
12	外務省（2022）
13	鈴木（2021）14-21
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一定の影響を及ぼす点への憂慮は、何も新しいものでは
ない。この点については、すでに 1970 年代後半から
日本国内で検討されていたからである14。当時の日本は
急激な経済成長を遂げており、日本自身の国際的な立場
の変化と併せて、国際環境自体の目まぐるしい変化に
よって、日本の安全保障をどのように捉えるべきかを検
討する時期に突入していた。日本の安全保障を検討する
際は、軍事的側面のみならず、資源、食料、エネルギー
などの問題を含めた経済的安全保障の観点からの再検討
が求められたのである。

この点は、大平正芳政権のもとで、1980 年にまとめ
られた総合安全保障研究グループによる報告書にも明記
された。安全保障とは、自国の国民生活をさまざまな脅
威から守ることであり、そのための政策は性質上、総合
的なものでなければならない。したがって、総合的安全
保障という考えは、軍事力のみならず、経済など非軍事
的な手段を用いて国家の安全保障を図ろうとする概念を
指すものであり、脅威そのものをなくす努力と脅威に対
処する努力によって得られるものであるとの前提に立っ
ていた15。そのなかで、特に経済的安全保障とは、自由
貿易体制の維持や南北問題の解決を含む相互依存体系の
運営と維持、経済的に重要な国々との友好関係の形成と
維持、そして自国での備蓄や自給力、生産性や輸出力の
維持を具体的に意味していた。

総合安全保障の概念が台頭した背景には、アメリカ単
独による国際システムの維持が難しくなっていたこと、
したがって、第二次世界大戦後より一貫して伝統的に対
米依存が強かった日本にとっても、システムの形成や維
持への貢献が必要となる点を日本自身が敏感に察知して
いた実情があった16。特に経済大国として台頭しはじめ
ていた日本にとっては、その頃深刻化していた石油価格
の高騰と、それによる市場の混乱、そしてひいては日本
国内での国民生活の保全などへの影響も懸念されていた
ことが窺える。

ただし、この頃の経済的安全保障とは、あくまでも経
済的な安全の確保を意味しており、それは資源、エネル
ギー、そして食糧の確実な確保と供給が中心的な課題で
あった。そのなかにあって、経済的安全保障を確立する
ためには、経済的手段を中心に、政治、外交、文化など
の諸分野における各国との相互依存関係を深めることが
重要であると考えらえた17。

この考えは、現代の経済安全保障の概念とも密接に結
びつく点でもある。つまり、エネルギーや食糧の確実な

14	中西（1997）106-107
15	総合安全保障研究グループ（1980）
16	中西（1997）106-107
17	深海（1980）29-31

確保と保障を得られない限り、国内経済の停滞を招く可
能性があり、それはひいては国民の安全と安心の欠落に
つながる、すなわち国家の存続にかかわる問題であると
いうものである。それゆえに、当時と現在では、時代の
違いにより経済の不安定化を招くと想定される対象とな
る脅威が異なってはいるものの、経済の不安定につなが
る要因に対応する政策が喫緊の課題として認識された点
では共通点が見出せるといえるだろう。

3．経済安全保障をめぐる課題

経済安全保障について考えていく際、「経済」が一体何
を指すのか、そしてその「経済」のどこまでを安全保障
の課題としてとらえるべきなのかを再考する必要がある。

そもそも安全保障と経済の関係は、古くから見られた
現象である。しかしながら、この両分野を分離して検討
する考えが、特に冷戦期には主流であった18。安全保障
の中心的な考えがあくまでも国家安全保障、すなわち国
防にあるとするならば、安全保障の分野での国家間協力
や国際協調が極めて難しいと想定されたからである。

それでも、国家間の経済的な結びつきは時代の流れとと
もに進み、急速に加速化かつ緊密化していった。第一次
世界大戦のような大戦の再発を防止するためには、国際
的な協調が必要であるという考えが、国際連盟の創設の
下にあったのと同様に、そのなかでも、特に経済・社会の
領域での国際組織の創設や強化が、国際社会としてもっ
とも取り組みやすいものであるとの認識が共有された。

この考えは、伝統的な国際関係の捉え方への挑戦と
なった。すなわち、政治と経済の分離を行うことで、停
滞していた国家間の協力の可能性を探るというものであ
る。安全保障分野といったハイ・ポリティックス（high 
politics）では協力の道を探ることが難しい一方で、
ロー・ポリティックス（low politics）に分類される、
経済、技術、文化などの各分野では、国家間協力が可能
となり、それがひいては国際平和に寄与するとの想定で
あった。このような考えの背景には、第二次世界大戦後
のヨーロッパで早期から見られた地域統合への動きが
あった。経済分野での統合を目指す過程において、それ
が次第に他の分野にも波及的な効果を及ぼすことで、政
治分野での協力も促されると期待された。

ところが、1970 年代以降に国際社会で急速に進んだ
国際相互依存によって、経済分野の問題が政治化する現
象が多々見られるようになった。ハイ・ポリティックス
とロー・ポリティックスの間に明確な区別をつけること
への限界が露呈し、元来より燻っていた政治と経済を分
離することへの限界も同時に鮮明化した。

18	中村（2020）121-122
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安全保障分野と経済分野が相互作用し、また相互に依
存する関係にあるとするならば、では具体的にそれはど
のようなものなのだろうか。まず念頭に置く必要がある
のは、安全保障と経済の関係性についてである。換言す
るならば、安全保障政策を遂行することは経済の安定に
つながるのか、それとも安全保障の確保のために経済的
活動を講じるのか、どちらが目的でどちらが手段となる
のかという点に照らし合わせて考える必要性である19。

安全保障の対象となる価値の最たるものが国家の生存
と独立であることに鑑みると、経済はそれを達成するた
めの手段ともいえる。したがって、経済を守るための安
全保障政策という側面よりも、むしろ安全保障政策の一
つとして経済的手段を最大限に講じることが、近年では
ますます重要視されてきているとも考えられるだろう。
それは、経済力が軍事力と並んで国力を測る指標の一つ
と考えられてきたゆえんでもあり、またグローバル化が
進む世界において、軍事力の行使、すなわち物理的な軍
事衝突を通した安全保障の確保がきわめて難しくなって
きているためでもある。

安全保障の確保のための経済的手段について考える
際、これをさらに分類して、経済制裁、経済外交、経済
戦争、あるいはエコノミック・ステイトクラフト

（economic statecraft）という概念からそれぞれに研究
することが主流であった20。なかでもとりわけ、今日使
用されている経済安全保障という概念は、エコノミー・
ステートクラフトと類似するものと考えられる。ただ
し、日本の経済安全保障は、エコノミック・ステイトク
ラフトよりもやや広域な考えが含まれる点に留意する必
要がある。経済安全保障とは、必ずしも経済力を背景
に、他国への影響力を行使しようとしているわけではな
く、外部からの影響を国内への打撃とならないように、
いかに緩和させつつ、国益を担保するのかというもので
あるとされるからである。

第 3 節　�経済安全保障を重視することが 
示唆する課題

1．国際社会のさらなる分断の助長

では、経済安全保障を果たしてどこまで伝統的な安全
保障問題として考えて、そして政策を展開していくべき
なのだろうか。経済の分野は国際的な協調や協力が求め
られる一方で、安全保障は基本的には国家安全保障の領
域である。特に、今回の経済安全保障が国家の生存に関
わる問題に通ずる問題意識が根底にあるとなると、より

19	長谷川（2014）5-8
20	長谷川（2013）28-47

強硬な姿勢を講じる政策が選択されていく可能性が往々
にして出てくるだろう。また、国際的な協調や協力を通
して、脅威となる側とその脅威を受ける側との明確な立
場の違いが浮き彫りにされ、対立軸による国際社会の二
分化を助長しかねない。

安全保障政策は、一義的には国を守ることである。そ
の一方で、国家安全保障を達成するためには国際安全保
障の安定と充実が不可欠でもある。それゆえに、国際社
会のあり方は、経済安全保障とも深くつながる。

経済安全保障がこれほどまで強くかつ積極的に注目を
集めている背景には、国際安全保障環境の急速な悪化が
進んでいるとの認識が存在する。中国の軍事的台頭は冷
戦期からしばしば懸案事項となっていたが、それに加え
て近年の中国による経済成長が急激に進むことによっ
て、経済的な影響力によるパワーの増大、そしてそれを
背景とした軍事面での発展とさらなる台頭、そして経済
力と軍事力を背景とした政治的な影響力のさらなる強ま
りにより、国際社会では権力移行への警戒も強まった。

このような中国の台頭は、アメリカでドナルド・トラ
ンプ（Donald Trump）政権が誕生して以降、特に経済
分野での米中対立が激化するきっかけにもなった。米中
対立が、これまでの冷戦期に見られた米ソ対立と大きく
異なるのは、懸案の二カ国が経済的に深く相互依存関係
にあるからである。経済分野での影響の大きさが、それ
ぞれの政治的な影響力の大きさにもつながっていること
が、この問題をさらに複雑にしている。

この点はまた、アメリカと中国がともに国際的な秩序
形成への姿勢をそれぞれに強める背景にもなっている。
2013 年に中国が習近平国家主席のもとで一帯一路構想
を提唱し、この政策を意欲的に進めてきている。これに
対してアメリカは、トランプ大統領の経済ナショナリズ
ムを重視する姿勢によって中国との間で激しい貿易対立
を招いた21。また、思想や規範を共有する国々（like-
minded states）とともに、自由で開かれたインド太平
洋（Free and Open Indo-Pacific: FOIP）の考えをもと
に、さまざまな分野での連携を図っている。2021 年 4
月に開催された菅義偉首相とジョー・バイデン（Joe 
Biden）大統領による日米主要会談でも、日米競争力・
強靭性（コア）パートナーシップの立ち上げが宣言さ
れ、インド太平洋地域における繁栄の達成や経済秩序の
維持へのコミットメントが再確認された。同年 9 月に開
催された日米豪印による安全保障戦略対話（クアッド）
では、自由で開かれたインド太平洋への認識を強く持つ
ことが確認された。

問題となるのは、これらの警戒や憂慮によって経済安
全保障政策の強化が目指されることによって、さらにこ

21	佐橋（2020）5-17
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の分断が深く深刻なものになっていくことである。米中
対立に端を発する国際社会全体が二分化する構造は、ま
たさらなる政策の必要性を後押しする。そして、一旦こ
のような負のスパイラルを生みだされると、それを断ち
切り、正のスパイラルに戻すきっかけを見つけること
が、ことさら難しくなる。

この転換に必要となるのが、各国間、とりわけ米中間
における信頼醸成である。しかしながら、現時点では信
頼の著しい欠如が際立っており、ともすれば、崩壊の危
機すらある。

この問題は安全保障化（securitization）の問題と結
びつく。オレ・ウィーバー（Ole Wæver）を中心とす
るコペンハーゲン学派が提唱した安全保障化という概念
は、特定の問題がいかにして安全保障問題と理解される
のかというプロセスの解明を試みたものである。ある問
題が安全保障化するとは、権威を有するアクター（専門
家、政府、国際機関等）によって、本来ならば安全保障
の問題として捉えられないような問題であっても、特定
のプロセスを経ることで、安全保障の問題として認識さ
れるように導くことを指す。まず、その存在が何より重
視される対象（国家の安全保障など）が設定され、これ
を脅かす脅威の存在（他国による軍拡など）が提起さ
れ、さらに、このような主張への賛同が必要となる聴衆

（国民など）の納得を得るための言語行為（speech act）
がとられる。このようなプロセスを経て、特定の問題が
安全保障問題であるとの共通認識が形成される場合が少
なくない。安全保障の問題を客観的に理解することには
限界があり、そこには恣意的な力学も働くという点につ
いても、留意する必要があるだろう。

特定の問題において安全保障化の現象が生じると、そ
の問題への対応は、従来の政治的手続きや手法、あるい
は通常の予算の範疇を越えた、特別なものを必要とする
との認識が形成されるということをも意味する。どの程
度、経済安全保障に係る課題が、喫緊のものとして緊急
の手段と予算が必要となるのか、そしてその選択をする
ことによって、国際的な安全保障環境への影響をどの程
度及ぼしうるのかについての検討をさらに進める必要が
あるだろう。これらの検討を十分に行わずに、課題への
対処の手段と財政基盤が先んじて整備されれば、必ずし
も安全保障問題とは言い切れない問題ですら安全保障問
題と捉えられかねない。安全保障という概念が持つ影響
力の大きさは、決して小さくないのである。

2．自律的かつ不可欠な立場の確立への努力

では、このような状況のなかで、日本は経済安全保障
に係る対策として、実際にこれまでどのような対策を講
じてきたのだろうか。大きく分けて、法律の改正と拡充、

既存の経済安全保障政策に係る施策の強化、そして経済
安全保障を重視する国際的な規範やルールの形成への
努力が挙げられる。

まず、法律の側面についてである。2017 年の外為法の
改正では、安全保障の観点から、対内直接投資に関する
規制が強化され、2020 年の改正では、国の安全の確保の
ために、対内直接投資管理の見直しがなされた。2021 年
11 月より経済安全保障法制に係る有識者会議が開催され
ており、経済安全保障の取組を強化・推進するために必
要な法案の在り方についての検討が行われている。

次に施策強化の側面についてである。2019 年以降、
官公庁では、経済、防衛、外交、公安に携わる各省庁に
経済安全保障を取り扱う部局が設置され、それらの安全
保障問題に係る部局間の連携を図る役割も担う国家安全
保障局内にも、2020 年 4 月に経済班が創設されたこと
は、大きな話題となった。また、人権に着目した安全保
障貿易管理の必要性については、経済産業省などではす
でに議論がなされているところである。大学などの研究
教育機関への留学生からの技術の流出の危険性や、みな
し輸出についてのこれまで以上の管理と対策も、ここ最
近大きく注視されている。

このように、日本が経済安全保障関連の政策を積極的
に展開する姿勢を国内外に示すことには、アメリカへの
意識が働いているとも想定される。バラク・オバマ

（Barack Obama）政権は、2011 年にアメリカが政治、
経済、安全保障の多面的な側面からアジア太平洋を重視
する政策を発表し、同地域へのコミットメントの姿勢を
強めた22。対中政策との関連から、アメリカの同地域へ
の積極的な関与を必要とする日本にとっては、歓迎すべ
きアメリカの姿勢であった。2016 年に安倍政権が FOIP
構想を発表した時も、アメリカはこれを支持した。

アメリカの東アジア地域への興味関心は、その後、
2017 年 に 開 催 さ れ た ア ジ ア 太 平 洋 経 済 協 力（Asia 
Pacific Economic Forum : APEC）首脳会議において、
トランプ大統領が FOIP という表現を用いてアジア太平
洋地域の繁栄に向けた協力を演説のなかで支持したこと
で23、FOIP が日本独自の政策から、国際的に共鳴される
構想として受け入れられる大きな足掛かりとなった。

ただし、トランプ大統領は、経済ナショナリズムを背
景に、アジア太平洋地域における中国との対立構造を深
め、軍事面での積極的なコミットメントについても、財
政的な苦言を同盟国に対して呈するなど、期待されたほ
どの現実的な関与があったとは言い難い状況にあった。
日本にとっては、トランプ政権下で 2018 年に成立した
国防授権法によって、アメリカの政策の方向性が鮮明に

22	森（2013）29-45，関野（2017）34-54
23	The White House（2021）
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なったことで、アメリカへの同調姿勢をさまざまな施策
を通して具現化せざるを得ない状況が生まれた。

さらに問題となったのは、2020 年秋の大統領選に勝
利したバイデン大統領が、FOIP ではなく「繁栄した、
そして安全なインド太平洋（prosperous and secured 
Indo-Pacific）」との表現を使用し、トランプ大統領の政
策との差別化を図る姿勢を見せたことであった。おそら
く日本の立場や存在感のさらなる薄れを政策決定者らが
したことは、想像に難くない。先に挙げた日米競争力・
強靭性（コア）パートナーシップの立ち上げについて
も、アメリカとの歩調を合わせることを日本が自ら手形
として示したとの考えもある。

伝統的には日本は対米追従・同調の姿勢で政策を展開
してきたとの批判は少なくない。特に昨今では、先に述
べたように、経済安全保障政策の強化は、対中包囲網の
形成と等式になりかねない。最終的にはアメリカと歩調
を合わせて、特に日本が推進してきた FOIP のための政
策を展開することは、おそらく日本にとっては不可欠な
選択だろう。他方で、国際社会における主要かつ影響力
のあるアクターとしての立場を確立したいのであれば、
アメリカ追従型の姿勢では限界がある。

では、日本は国際社会でどのような立場を目指してい
くべきなのだろうか。日本はたとえば、ルール作りの面
ではバランスの取れた立場にいる。ルールを形成する行
為は安全保障の一環である点に鑑みると24、日本が積極
的にルール作りでのイニシアチブを発揮することは、日
本の安全保障を高めることにもつながると考えられる。
経済分野は、他国に依存しなければならない軍事分野と
比較して、日本がより積極的に発言を行える分野であ
る。グローバル化が進む世界において、他国と足並みを
そろえることが重要である一方で、その揃え方の前提と
なるルール形成で積極的に国際社会を牽引することで、
軍事力に匹敵するほどのパワーを発揮しうるだろう。

国家の使命とは、国を守ることである。何を、誰か
ら、そしてどのように守るのか。グローバル化が進む世
界において、国家間の相互依存の関係は、政治分野でも
経済分野でも、もはや避けては通れないことである。そ
の観点から、日本が経済安全保障に係る政策を意欲的に
推進していくことは、おそらくこのグローバル化が進む
世界では必要なことだろう。

しかしながら、経済安全保障政策を進めることが、日
本にとってどういう意味を持つのかについては、いまい
ちど多角的な視点から考えていく必要がある。ミクロの
視点のみならず、マクロの視点から、それが地域の安全
保障環境、そしてひいては国際安全保障環境へどのよう
な影響を及ぼすのか、こういった視点は欠かせない。自

24	國分（2020）200-219

律性を確保しながらも主要な国際的な主要なアクターで
いるためには、国際秩序の形成と維持の動きを注視しつ
つも、国際社会にとっての不可欠な存在になっていくこ
とが求められる。

安全保障という言葉に固執して、国家が国益を守るた
めの政策を急ぎすぎ、国際社会の流れやグローバル化の
流れと逆行する行動をとることは、日本にとっては決し
て賢明な政策ではない。他方で、米中との国力の差が確
実に存在するなかで、日本が取っていくべき国際社会に
おける立場や役割を再考する必要がある。その際には、
日本が国際社会にとっていかに戦略的に不可欠な存在と
なり得るのか、そして、いかにバランスをとっていける
のかが、今後大きなカギとなるだろう。
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